
５．相談事例 

事例１  身に覚えのないＳＭＳ（ショートメールサービス）のトラブル！ 

  

 

① 携帯電話のＳＭＳに「有料動画の閲覧履歴があり、未納料金がある。連絡無け

れば法的手続きを取る」と届いた。メールの最後には大手ゲーム会社の相談窓

口の連絡先が書かれており、至急に連絡するようにとある。有料動画を見たこ

とはないが、このままほっておいても大丈夫か。         

（７６歳 男性） 

 

② 「有料動画の閲覧履歴があり、未納料金が発生している。料金相談窓口に至急

に電話をかけるように」とメールが届いた。自分の携帯は旧式の古い端末で、

有料動画など見ることができるタイプではなく、メールの内容がおかしいの

で、これが架空請求のメールなのかと気づいた。情報提供する。      

（７３歳 女性） 

 

   ③スマホのショートメールメッセージに「有料動画サイトの未納料金が発生して

おり、直ぐに連絡するように」と届いた。メールの最後に連絡先電話番号が書

いてあるが連絡したほうがいいか。実は以前、占いサイトに無料登録したこと

があり、そこから何か個人情報が漏れたのだろうか。 

（５０代 女性） 

 

 

【処理概要】 

   

①有料動画を見た覚えもサイトに入った覚えもないとの事だったので、架空請求と思わ

れ、絶対に相談窓口には連絡はしないよう助言しました。相手を指定してＳＭＳで

送ってくるのではなく、一斉に無作為にＳＭＳを送信し、「法的手段をとる」という

内容で不安を煽ります。メールの内容に驚いて電話を架けてくる人をターゲットに

している事を説明しました。 

  

②身に覚えがなければ架空請求メールと思われ、同種事例を情報提供しました。一切、

無視をして削除するよう助言しました。 

 

③以前の占いサイトへの無料登録の件と関係があるとははっきりわかりませんが、有料

動画サイトについて身に覚えが無いのであれば無視するよう助言しました。また、

無料登録などで出してしまった個人情報は止めることはできないことも併せて伝え

ました。身に覚えのないメールが届いた場合は削除するよう伝えました。 



【解説】 

  携帯電話やパソコン等に届く電子メールやＳＭＳ（ショートメッセージサービス）等

のうち、いわゆる“迷惑メール”が関連した相談が多く寄せられています。その内容

は、「有料サイトの未納料金を請求するショートメッセージサービスが届き、連絡先に

電話をかけるよう書いてある。」「すぐに連絡しなければ、法的措置を取ると書いてあ

る。」といった内容がほとんどです。 

２０１５年度ごろから毎年増えている相談で、事業者名はその時々で変わります。平

成２９年２月に消費者庁と東京都が調査した結果、ＳＭＳを用いて有料動画サイトの未

払い料金などの名目で金銭を支払わせようとする、「株式会社ＤＭＭ．ＣＯＭ」や「ヤ

フー株式会社」に関する注意喚起も発表されています。 

心当たりのない不審なメール・ＳＭＳが届いても、記載されている連絡先へは決して

連絡しないようにしましょう。相談の中には、身に覚えのない内容のメールに対して安

易に「間違いです」と返信や電話をかけている場合があります。メール等に返信や電話

をすると、その反応をきっかけにして別のサイトに誘導されてしまいトラブルになって

しまう場合や、消費者のメールアドレスや電話番号が知られてしまい、やり取りの中で

個人情報が聞き出されてしまう場合もあります。絶対にメール等に記載されている内容

に反応しないようにしましょう。 

以前に占いサイトや有料サイトに無料登録した覚えがあると、その事実と紐づけて考

えてしまいがちですが、未納料金についてＳＭＳメールで請求されることはなく、書面

で通知となります。何故ならば、ＳＭＳメールで届いた未納料金の内容には宛名や、有

料サイト名など記載されていなければ信憑性はありません。 

本当に未納料金があれば、有料サイトから債権回収を委託された債権回収業者や、裁

判所からの督促通知等になると思われ、その場合は無視してはいけません。 

 

 

 

 

 

裁判所を悪用した 

架空請求事件にご用心！！ 
 

 

特に相談が多い、架空請求メールによく書かれている「法的措置（手続き）」につい

て、「身に覚えのない架空請求はそのままほおっておけばよい。」という皆さんの認識を

逆手に取って、少額訴訟手続や支払督促手続といった簡易裁判所の手続を悪用して架空

請求がされたという手口が報告されています。 

「少額訴訟手続」「支払督促手続」とは，簡易裁判所における一般市民間の紛争解決

知っておこう！ 



のために設けられている法的手続ですが，「少額訴訟手続」や「支払督促手続」といっ

た簡易裁判所の手続を簡単に説明します。併せてこれらの手続を悪用した架空請求を受

けた場合の対処方法をお知らせします。 

 

 

【少額訴訟手続とは】 

 

少額訴訟は，一般市民間の少額の金銭を巡るトラブルをその金額に見合った経済的 

負担で簡易かつ迅速に解決するために平成 10年の民事訴訟法改正で簡易裁判所に認め

られた特別な訴訟手続であり，60万円以下の金銭の支払を求める訴えについて利用する

ことができます。 

少額訴訟は，原則として１回の審理で裁判を終えてその日のうちに判決を言い渡

し、 

紛争解決を図る手続きです。少額訴訟を起こすためには相手方の住所地の簡易裁判所へ

請求の内容や理由を記載した「訴状」を提出します。少額訴訟が提起された場合には，

裁判所は審理の期日を決めて，当事者双方を期日に呼び出すことになります。即時解決

を目指すため、証拠書類や証人は、審理の日にその場ですぐに調べることができるもの

に限られます。法廷では基本的に裁判官とともに丸いテーブル(ラウンドテーブル)に着

席する形式で審理が進められます。 

 

 

 

【支払い督促手続きとは】 

 

 支払督促は，事実関係に争いのない事案であれば，比較的簡単な手続(証拠不要)，安

い費用(手数料は通常訴訟の半額)で判決を受けたのと同一の効果を簡易迅速に得ること

ができる手続であり，主に金銭の給付(金額に制限はありません。)を目的とする請求に

ついて利用される手続です。 

 支払督促の申立ては，相手方(債務者)の住所地を管轄する簡易裁判所の裁判所書記官

に対して行います。裁判所書記官は，支払督促の申立てがあると，原則として申立書の

書面審査だけを行い，申立てが不適法であるとき，又は申立書から請求に理由のないこ

とが明らかなときを除き，相手方(債務者)から事情を聴くことなく支払督促を発付しま

す。相手方(債務者)は，その支払督促を発付した裁判所に対して 2度異議を述べる機会

があり，異議が述べられると通常の訴訟手続に移ることになります。 

 相手方の住所地の簡易裁判所へ請求の内容や理由を記載した「訴状」を提出します。

少額訴訟が提起された場合には，裁判所は審理の期日を決めて，当事者双方を期日に呼

び出すことになります 

 

 

 



 

 

【架空請求による少額訴訟の訴状が送られてきたら】 

 

  架空請求にもかかわらず、悪質の請求業者によって裁判所の手続きが進められてい

るなど、身に覚えがなくとも裁判所からの「特別送達」と記載された封書（ハガキの

場合もあります）などが、裁判所の名前入りの封書等で届いた場合には、まずはそれ

が本当に裁判所から送られたものか確認する必要があります。 

確認するポイントは 

①「特別送達」と記載された裁判所の名前入りの封書で届いているか。 

② 裁判所で付けられた「事件番号」と「事件名」が記載されているか。 

③ 裁判所の連絡先が書いてある場合でも、裁判所のホームページで電話番号を調べ

て問い合わしてみる。 

 

仮に「身に覚えのない架空請求」であっても，裁判所から郵送された「訴状」を放

置していると，その間に裁判所の手続が進み，結果的に請求どおり支払を命ずる判決

等がされることになり，給料その他財産が差し押さえられてしまうおそれがありま

す。 

架空請求であっても、身に覚えがないなどの言い分を同封の答弁書用紙に記載して，

なるべく早く裁判所に提出し，審理期日に裁判所に出頭してください。なお，裁判所

の書記官室又は法廷以外の場所に出頭を求められることはありません。 

本物かどうか判断に迷う場合や本物と思われる書面が届いた場合、早急に消費生活セ

ンターにご相談ください。 

 

                               

 

 



事例２  インターネット通販サイトのトラブル！ 

～海外偽通販サイト・お試し価格が定期購入になっていた！～ 

 

 

①インターネット通販で換気扇を注文。受諾メールが届き、振込先が書いてあったの

で、振込みをしたにも関わらず商品が届かない。メールや電話で数度問い合わせをし

たが、メールは無視され、電話は全く通じない。振込先は外国人の名前であった。今

後自分みたいに騙される人が居ないように情報提供をしたい。     （71歳 男

性） 

 

②フェイスブックを見ていたら通信販売のページに飛んでしまい、「しみが消える化粧

品」を２本購入した。海外のサイトのようで金額のところに「700」と書いてあった

ので日本円の「700円」と思いクレジットカードで購入したが、届いた商品の外箱や

明細書は外国語表記で何が書いてあるか全くわからない。どこの国の会社か分からな

いし、金額もいくら支払うのかも分からない。電話番号の表示があったので電話をし

たところ、外国人らしい片言の日本語を話す人が出て、「定期購入になっている。も

しいらなかったら返品して下さい」と言われた。「定期購入をした覚えは無い」と主

張したが、高額な引き落としがされたらどうすれば良いか。   

（42歳 女性） 

 

③ＷＥＢサイトでヤスリを検索していた。ある店舗が提示する価格が安かったので申し

込みフォームに入力し、プリペイドカードで決済した。価格は「800円」と思ってい

たのに、「800元」となっていたのでもう一度店舗を見たところ、その店舗が偽サイト

であることが判明。よくサイトを見ると、おかしな日本語表記で店舗の電話番号も書

いていなかった。取り急ぎプリペイドカードの発行会社にカードを止めてもらい、警

察へもサイバー犯罪の相談フォームに入力して送った。他にも何かすることはあるだ

ろうか。また、800元（1300円）を返金してもらうことはできないだろうか。                           

（34歳 男性） 

  

④スマホの広告に「ダイエット効果の○○ お試し価格で 500円 あと 20名お急ぎく

ださい」と書かれており、お試しなら１回だけだと思い、申し込んだ。しかし翌月も

おなじ商品が届き、２回目以降は 5000円とあり、５カ月以上の定期コースになって

いた。定期コースとは知らなかったと業者に申し出たが、定期コースであることを購

入申し込みの部分にきちんと表示しており、５回目までは購入してもらう。返品は受

けられないと言われた。                 （５８歳 女性） 
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【処理概要】 

 ①消費生活センターで調べたところ、既に通信販売業者のホームページは無く、事業

者へ連絡の手だてがなかったため、警察へ被害届を出すよう助言しました。併せ

て、振り込め詐欺防止法による「被害回復分配金」の手続きについて説明をしまし

た。相談者が警察で販売業者がすでに口座凍結されているかどうかを調べてもらっ

たところ、すでに凍結されており、同じような被害者が多数いるようで、悪質なと

ころであり、口座残高わずか千円であるとのことだったため、被害届を出すのは諦

めるとの事でした。 

 

 ②相談者から「今後商品を送らないで欲しい」と業者に申し出ましたが意思の疎通が

取れないままとのことでした。クレジットカード決済だったため、今後も引き落と

しが続くと思われたのでカード会社に対してカード番号を変更するように伝えたと

ころ、請求額は 700円と判明し、今回は納得して支払われました。今後もし商品が

送られて来ても、定期購入は電話で断った事をはっきり主張するよう伝え、商品が

届いても受け取り拒否をするよう助言しました。 

  

 ③消費生活センターで販売業者のホームページのＵＲＬを入力したところ、そのホーム

ページはすでに閉鎖されていました。相談者がホームページを見ていた際には住所や

電話番号の記載も無かったとのことでした。振り込め詐欺防止法による「被害回復分

配金」の説明をして、口座凍結されているか確認しましたが該当口座はありませんで

した。後日警察に届けたと相談者から報告があり、その後口座が凍結されている事が

わかり、被害届を出されました。 

 

 ④当センターでも事業者のホームページを確認しましたが、購入申し込み画面には５回

の定期コースである表記を確認しました。スマートフォンの小さい画面では読みづら

いこともありますが、通信販売にクーリング・オフはありません。消費者は購入しよ

うとする商品について、契約内容や返品等の規約を確認し、購入するかしないかを決

める責務があることを説明しました。また、どうしても解約した場合は事業者と話し

合うよう助言しました。 

 

 【解説】 

「お試し」のつもりが定期購入に！？～低価格等をうたう広告をうのみにせず、契

約の内容をきちんと確認しましょう～ 

 

消費者がホームページやＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）等で「健

康に良い」「ダイエット効果あり」「バストアップ効果あり」や「有名女優も使用」と

うたう広告を見て、商品を通常価格より安い価格で購入したところ、実際は定期購入

契約だったというトラブルや、ＳＮＳから入ったサイトが海外の通販事業者だったと

いう相談が急増しています。 



定期購入をめぐるトラブルでは、広告の表示が「お試し（価格）」「初回○円」「送

料のみ」と表示されており、お試しで１回限りと認識して注文をする場合が多く、

「お試し」という広告表示が強調されている一方で、「５回以上の購入が条件」等、

定期購入が条件であることは他の情報より小さい文字で表示されていたり、注文画面

とは別のページに表示されていたりする場合があります。そのため、消費者は商品を

無料あるいは 100円、500円ほどの安価で購入できると考え、定期購入とは認識せず

1回限りの購入だと思っており、翌月以降（２回目以降）も商品が届いて初めて定期

購入であると気づくケースが多くみられます。消費者の認識が「お試し」「１回だ

け」でありながら実際には定期購入契約になっているという相談が多く寄せられてい

ます。 

    消費者が「定期購入にした覚えはない」等と事業者に解約を申し出る際、初回価格

のみを支払ってやめたいと申し出ても、初回分の商品について通常価格を請求される

ケースや、消費者が事業者に電話を何度かけても通話中でつながらないケースが多く

みられます。さらに消費者がメールで事業者に連絡しても、「電話でのみ解約の申し

出を受け付けている」としてメールでは対応されないケースもあります。 

さらに、契約先が海外の事業者であるケースの場合、「外国語対応なので意思疎通

ができない」、「メールで解約を申し出たが返信がない」といったケース等があり、

解約の申し出が困難になる場合があります。さらに、解約ができたとしても、海外

への商品の返送を求められる場合もあります。 

  

＜気を付けるポイント＞ 

（１） 契約内容や解約条件を確認しましょう 

広告上における契約内容や解約条件についての表示の有無、表示がある場合はその内

容を確認したうえで契約するかどうかを慎重に判断することがトラブルにならないた

めのポイントです。最近では「スマートフォンで注文したため小さい文字の表示はよ

く見えなかった」という事例もみられるので、スマートフォンからの注文の際は特に

注意が必要です。 

 

（２）定期購入が条件になっていないか等、契約の内容を確認しましょう 

ホームページやＳＮＳ上の広告で「お試し（価格）」「初回○円」「送料のみ」等と表

示されていても、複数月の継続購入等といった定期購入が条件となっている場合があ

ります。商品を注文する前に定期購入になっていないか等、契約内容をしっかり確認

しましょう。 

 

（３）解約の条件を確認しましょう 

事例をみると、消費者が解約しようとしたところ、事業者から定期購入期間内は解約

できないと拒否されるケースが多くみられます。商品を注文する前には「定期購入期

間内に解約が可能かどうか」「解約の申し出先や方法（電話やメール等）」等も確認し

ておきましょう。 

トラブルになった場合には消費生活センターに相談しましょう。 



事例３ 健康食品の送りつけ 

  

 

   

①高齢の母親宛に通信販売で化粧品が届いた。母親は覚えが無いと言うので、通販会

社に問い合わせの電話をしたが葉書で申し込みが届いており、葉書をおくり返すの

で確かめて欲しいと言われた。母親は目が不自由で高齢でもあり葉書をわざわざ書

くこともないし、化粧品など最近は使わない。返品は受け付けてくれるそうだが、

元払いでお願いしたいとの事である。勝手に送り付けて元払いとは理不尽ではない

か。                           （50歳 女性） 

   

  

 ②高齢の父母が住んでいる実家に１月に１度ご機嫌伺いに帰るが、いつも健康食品の

サンプルが送られてきていた。母親は健康食品の類は、昔から利用せず封も開けず

放置している状態である。母親の話によると健康食品が送られてきた後、業者から

「もう飲んだでしょう。どうですか」との電話が架ってくるそうで、母親は「そん

なものは頼んだ覚えも無いし、封も開けずに置いてある。飲んでないし、送らない

でほしい」と怒ったらしいが、このまま何もせず、ほっておいてよいか。              

（54歳 男性）                

 

  

 

 

 

【処理概要】 

① 消費生活センターから通販会社に電話を架けたところ、カタログに付属している葉

書に住所や氏名、生年月日、年齢まで書いて送付されているとの事で、ご自分で郵送

されていることを忘れておられる様子でした。通販会社からは返品は受け付けるが、

送料だけは持ってほしいとのことでしたが、当事者であるお母様は頼んだ覚えが無い

と主張されたため、一旦確認してもらうことになりました。 

 

 

   ②サンプルなので健康食品はそのまま放置して、静観するよう助言しました。もし勧

誘電話が執拗だったり、新たに商品を送ってきたら、すぐに消費生活センターに相談

するように伝えました。 

 

 

 

 



【解説】 

   高齢者の独り暮らしを狙った健康食品の電話勧誘が後を絶ちません。 

  特にサンプルやお試しの商品を電話で勧誘し、身体に良い、ひざ関節に効くとか、目

にも効果がある等といって勧誘します。そもそも健康食品は薬ではないので効果効能

をうたって勧誘することは「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律（略称：医薬品医療機器等法）」（旧薬事法）に抵触します。さらに、独

り暮らしの高齢者に特に被害が多いのは、高齢者は３つの大きな不安「健康」「お

金」「孤独」を持っているといわれています。 

悪質業者は言葉巧みにこれら３つの不安をあおり、親切にして信用させ、年金や貯

蓄などの大切な財産を狙っています。高齢者は自宅にいることが多いため、電話勧誘

販売や訪問販売による被害にあいやすいのも特徴で、さらに独り暮らしの高齢者は相

談できる人が近くにいないということも被害が多発する原因と言えます。 

急に「注文いただいた健康食品を送ります」などと電話があり、申し込んでいない

と伝えても、強引に健康食品を送りつけられたという相談もあります。申し込んだ覚

えがなく購入するつもりもなければ、電話があったときに、「いりません」ときっぱ

りと断ることです。  

   また、注文していない商品が届いても代金は支払わずに、事業者名、住所、電話番

号をメモした上で、「受け取り拒否」をしましょう。自分だけで判断できない場合

は、家族等に相談することも大切です。  

電話で断りきれず商品が届いてしまった場合でも、商品が届いてから 8日間はクー

リング・オフが可能です。また、頼んだことを忘れていた場合でも、電話勧誘であれ

ばクーリング・オフが出来ることがありますので、あきらめずに消費生活センターに

相談しましょう。  

何よりも被害を防ぐには、電話には出ないことが一番です。 

 

 

 

   

                     



事例４ 情報商材トラブル 

 

 

 

①ネットで儲かるサイトを検索中、ネットで転売すればその差額が報酬になり、各

種カードを契約すれば報酬がもらえるなどと書いてあり、興味があったのでサイ

トに登録し契約。アフィリエイトのシステム代金として 15万円をカード決済した

が、６日間にわたり約 10分程度のオリエンテーション動画を見て、解説サイトを

ダウンロード版が届いた。解説サイトには、さらにご祝儀の 25万円がもらえると

書いてあったが 25万円はもらえなかった。サイトの代表者が作成した内容と実際

が違うと申し出たところ、ご祝儀の金額はいろんなカードの申し込みによるキャ

ッシュバックであり、登録したら自己責任でリスクを取り、時間と労力を割いて

手に入れるお金の総額を記載したものであると言われた。また、３か月間、実際

にやってみて稼げないなら返金すると書いてあるが、これも疑わしいことが分か

り、全て解約して返金してほしい。 

（４７歳 女性 ） 

   

  ②スマートフォンにメールが届き、メールの誘導に従って緑のスイッチをオンにした

ら、10日後に 10万円、59日後に最大で 80万円の収入を生み出した「自動現金配

布スイッチ」をプレゼントするという内容だった。興味をそそられスイッチを押し

てみるとキャンペーンページが開き、どんなビジネス初心者でも全員稼げるように

なるというマニュアルの販売で、このマニュアルさえあれば誰でも絶対に稼げると

毎日のように熱弁していた。どんなにお金が無い人でも稼いでほしい、分割払いも

受け付けるということだったので、半信半疑ながら信じられると思いで申し込みを

した。しかし購入後すぐに別の稼げるマニュアルの誘導ページにうながされ、30

万の塾や合宿セミナー５０万の案内をされた。まだ最初の動画も配信されていない

のに騙されたと思う。                                  

（３５歳 女性） 

 

 

【処理概要】  

①「誰でも必ず儲かる」などのうたい文句でネットに広告を出し、儲かる方法を教える

と言う情報商材のトラブルや友人やＳＮＳを経由して儲かる方法を教えると言うＳＮＳ

を入り口としたトラブルについて情報提供しました。この事例は転売して儲かると言う

内容からすると、商品をどこからか購入し、若しくは買取りして転売するためには「古

物商」の許可が必要と思われました。契約した経緯やどのようなメールのやり取りがあ



ったのか等、相手方とのメールのやり取りの証拠となるものを持参のうえ、聴き取りを

したいとを伝えましたが、相談者の友人と一緒に弁護士に相談することになりました。 

②経緯書と支払い停止の抗弁書を、クレジット会社と決裁代行会社に通知するよう助言

しました。クレジット会社は比較的協力的でしたが、情報商材事業者の加盟店である決

裁代行会社は全く話し合いに応じず、事業者から連絡させると言いながら、やっと１週

間後に事業者から電話がありました。「努力もしないうちに辞めたいなんて理解できな

い。じっくりやれば結果は出る。相談者に継続を求める」と契約の取り消しは認めない

との回答でした。センターから問題点を指摘しましたが話し合いは難航し、決済代行業

者も非協力的であったため、弁護士へ相談することになりました。 

 

 

【解 説】 

  情報商材とは、インターネットの通信販売を通じて「お金の儲け方」や「異性にモテ

る方法」などさまざまなノウハウを提供すると称するもので、形状は PDFファイルのダ

ウンロードや冊子、DVD等の送付により提供されます。情報の内容は中身を見るまでわ

からないため、実際に得られる情報が思っていたものとは異なるケースの場合トラブル

になることがあります。 

「広告にうたわれていた成果が出る内容ではない」「サポートを受けられなくなっ

た」「紹介されている手段が違法なのではないか」「90日間返金保証と書いてあるのに返

金されない」など、情報商材の中身から販売方法に至るまで、内容は様々で、当初の購

入代金に加えて、さらに収入を得るための開業資金や、情報を継続的に得るための月額

更新料など、事前に説明のなかった費用を払ったというケースもみられます。 

  また、トラブルが発生した後、業者の連絡先に電話をかけても繋がらないなど、メー

ルをしても返信がない、業者と連絡が取れないといった状況が多いのも特徴と言えま

す。 

  情報商材の購入は、上記のようなトラブルが生じる可能性があることを理解した上

で、少しでも疑問があったらすぐに契約せず、家族や身の回りの人とよく話し合うなど

しましょう。返金保証があるからといって安易に契約せず、業者の連絡先等も必ず確認

しておくことが重要です。特に、「必ずもうかる」などといった問題のある表示をして

いる業者とは、絶対に契約しないようにしましょう。 

 



  

事例５ フリマアプリのトラブル 

 

 

①インターネットのフリマアプリで、ブランド物の靴を二足購入した。一足は偽物と

いうことで税関に留めおかれている。もう一足は相手側から発送されたかどうかも

わからず、相手側に連絡しても返事が無い。フリマアプリ運営会社に調査を依頼し

ても出品者に連絡がつかないので待ってほしいと言われている。代金も注文の翌

日、コンビニの電子マネーで支払ってしまった。代金入金後、２～３日で発送する

ことになっていたのに詐欺ではないか。              （２８歳 

女性） 

 

②中学二年の孫がフリマアプリで商品を購入。支払ったが商品が届かない。アプリ運

営会社に苦情を言っても相手方と話し合うようにと言う。コンビニで支払った後、

商品が届かない。アプリ運営会社に苦情を伝えたところ、相手方と話し合ってほし

いと言われるだけで泣き寝入りするしかないのか。                                        

（７４歳 男性） 

 

 

【処理概要】 

①相談者からアプリ運営会社に連絡し、解決の手段を探っていましたが、相手先がわか

らず、連絡もつかないとのことでした。取引開始をしてからでないと、相手の情報がわ

からないシステムであり、フリマアプリで購入する場合は、信用できるものかどうかよ

く確かめて利用することが大切と説明しました。 

 

 ②フリマアプリでの契約は個人間売買で、アプリ運営会社は売買契約の当事者にはなら 

ないことを説明した上で、相手方に商品が届いていない旨を伝え交渉するしか手立てが

ない 

いことを伝えました。相手方との連絡が通じないならば、アプリ運営会社に対して相手 

方のＩＤと登録電話番号を告げて、商品を購入後、代金支払ったが商品が届かず、メー 

ルや電話等で伝えるなど手続きの順序を取られるよう助言しました。 



 

【解説】 

  フリマサイトとは、オンライン上で実際のフリーマーケットのように出品、購入がで

きるアプリケーション(フリマアプリ)のことで、売主と買主の間に運営会社が入り仲介

しますが、金銭や品物のやりとりは、基本的に個人間の取引となるため、トラブルが発

生した場合は、当事者間で解決するのが原則となっています。「自己責任」というリス

クを認識して利用する必要があります。  

フリマサイトで取引をする際は、アプリの規約をよく読み、その上で、出品者が設定

したルールの確認や商品、送料等についての情報収集をしっかり行い、トラブルが起こ

った際のリスクも勘案し、慎重に利用しましょう。  

事例６  訪問販売（排水管洗浄、浄化槽、浄水器）のトラブル 

 

 

①週末の夕方６時に突然「排水管が汚れているので無料で掃除してあげる」と訪問

があった。母が「知らない人には頼めない」と言うと、業者は「無料でやってあ

げると言っているのに、どうして断るのか」と、かなり粘り、なかなか帰ろうと

しなかった。このような相談はあるか。          （４０歳 女性） 

 

 

 ②母が一人の時に下水道の配管が詰まり、休日だったので電話帳で探した修理業者

へ連絡したらすぐに来てくれた。しかし詰まっている配管を見ないまま、全く関

係のない配管を見て歩き、「この部分だけではだめだ。」と配管１メートルにつ

き、発生する費用を説明したうえで、出された見積もりが４万円だった。母はす

ぐに私を呼んだため、母に代わり、見積もりが高いのでとりあえず断った。先ほ

ど知っている設備業者に見に来てもらい、直してもらったが 2,000円で済んだ。

あまりにも違う金額に驚いた。               （６２歳 女

性） 

 

 

  ③いつもの事業者名を名乗り、「無料で浄水器を点検します」と言って訪問を受けた。

カートリッジの交換は１か月ほど前に来ているのに何故かと尋ねたが「無料だから

何回来てもいいじゃないですか」と自宅へ上がり、台所の蛇口を磨きつつ、「弊社の

カートリッジの交換は 21 年間不要です。」など話しながら、そのまま浄水器を取り

付け始めたので、慌てて価格を尋ねると、価格は工事終了後に説明すると言い、手

早く浄水器の取り付けが完了してしまった。書面価自分が生きているうちはカート

リッジの交換はいらないことを業者に再度確認し、パンフレットにも最長 21年間は

交換不要と書いてあるので信用したが、浄水器の役目を果たすのか気になる。なけ

れば解約したい。                   （７４歳 女性） 

 



                

  

                   

【処理概要】 

①点検商法、無料商法の同種事例について情報提供しました。居住者の年齢や家族構成

等、様子をうかがいに来たと思われる。必ず次回来訪すると思われるので、チャイム

越しに断るよう助言しました。もし、勝手に工事をされたら、警察か消費生活センタ

ーへ相談するよう伝えました。 

 

②水のトラブルやトイレのつまり等の同種事例を情報提供しました。今回は見積もりだ

けで断られたのはよい対応だったと伝えました。配管のつまりなど緊急性があるだけ

に焦る気持ちはわかりますが、一旦、落ち着いてから上下水道の市の指定業者に連絡

し、数社から相見積もりを取って決めるよう助言しました。 

 

③相談者からから契約に至った経緯について聞くと、使用中の浄水器の会社名を名乗

り、「浄水器の点検に来ました。」と言って訪問を受け、そのまま自社の浄水器を取り

付け始め、価格を尋ねても価格は工事終了後に説明すると言い、手早く浄水器の取り

付けが完了してしまったとのことでした。訪問販売では書面交付が義務付けられてい

ます。この相談事例では販売目的を告げずに家にあがり込み、説明なく浄水器を設置

し、その後に書面を交付するなど問題点が多々あり、経緯書を通知しあっせんに入り

ました。書面通知後、消費生活センターが問題点を指摘したところ、商品代金はパン

フレットに書いてあり読めばわかるなどと反論しましたが、センターにて三者で話し

合いたいと提案したところ、事業者から早期解決をしたいとのことで、支払った４万

円は返金し、取り外した浄水器はすでに処分しているため、取り付けた浄水器の返還

は不要となり、併せて、処分した浄水器のカートリッジ交換代金１万円についても返

金することになり解決しました。 

 

【解説】 

  突然、見ず知らずの業者が「点検に来た」と訪問したときは、事例にあるような点検

商法の可能性が高いので注意が必要です。「（変更する」事例では、相談者が他の業者に

工事の査定を依頼したところ、工事代金は通常の約４倍とのこと。業者は販売方法の問



題点を認め、クーリング・オフの期間を過ぎていたが無条件解約となった。」 

  点検商法は、その内容が専門的なものが多く、消費者にとっては本当に必要な契約か

どうかその場では分からないことがほとんどです。とにかくその場で契約せずに、家族

や信頼できる周囲の人、消費生活センターなどに相談しましょう。 

                          


